















































Analysis of Career Placement Office Activity and the Teacher Employment Examination
 











































































































































































































































































































































































































図4-1 各校種の合否状況 図4-2 各自治体小学校種の合否状況
図5-1 支援室利用回数と１次試験合格率
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和歌山大学教職・キャリア支援室の取り組みと教員採用状況の推移
0.001)。１次試験では同様な傾向がみられたが有意で
はなかった。さらに受験自治体別では、和歌山県は他
府県に比べて１次試験合格、２次試験合格における支
援室利用回数が有意に多くなっていた(P＜0.001)。
表４には受験自治体別の１次試験および２次試験合
格率を50％、60％、70％、80％に設定し、その合格率
に到達するまでの支援室利用回数を算出してみた。た
とえば2次試験合格率70％の場合、和歌山県の場合では
男性38回、女性30回、他府県の場合では、男性25回、
女性18回となる。和歌山県の場合、３年生10月・11月
から４年生採用試験７月末までの期間において、個人
面談等を毎週１回、１ヶ月に４回の頻度で、定期的に
支援室を利用して指導・助言を受けることが重要にな
るという計算になる。
今後、合格率の男女差や受験自治体差を鑑みて、支
援室の稼働率や効率性を考慮しながら、多くの学生が
１次・２次試験に合格するための面談の方法や時間の
設定、支援室のあり方全体を協議・検討し、具体的な
対策を検討することが必要になると考える。
５．まとめ
和歌山大学教育学部における「ミッションの再定義」
(2013)には、「質の高い小学校教員を養成することに
よって和歌山県における教員養成の拠点機能を果たし
ていく。」ことが示され、なかでも和歌山県における小
学校教員養成の占有率について「第３期中期目標期間
中は25％を確保する。」ことが明記された。間もなく策
定される本学の第3期中期目標・中期計画(2016～21年
度)には、この数値目標が盛り込まれることになる。
過去５年間の和歌山県教員採用試験の小学校種合格
者における本学卒業生の占有率は、2011年度19.5％［新
卒9.8％、既卒9.8％］、2012年度26.4％［新卒12.4％、
既卒14.0％］、2013年度28.4％［新卒10.3％、既卒
18.1％］、2014年度22.4％［新卒9.1％、既卒13.3％］、
2015年度20.5％［新卒6.6％、既卒13.9％］であった(年
度は採用年度)。新卒者の合格率が低迷しており、さら
にここ数年は低下傾向が見られ、占有率25％を達成し
維持していくことは、今後の教員需要の見通しを考慮
すると容易なことではない。
今後、教員正規採用率の向上にむけて、さらなる支
援策について検討をしていくとともに、学生の進路就
職という出口を見据えた学部のあり方を議論していく
ことが望まれる。
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図5-2 支援室利用回数と２次試験合格率
合格率80％合格率70％合格率60％合格率50％
受験自治体性別 ２次試験１次試験２次試験１次試験２次試験１次試験２次試験１次試験
43回30回38回25回33回22回30回18回和歌山県男
性 30回14回25回９回21回５回17回２回他府県
35回25回30回20回26回16回22回13回和歌山県女
性 23回9回18回４回14回１回10回１回他府県
表４ 合格率と支援室利用回数
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